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スポーツ行政・ガバナンス研究の分析枠組み
―2009 年 9 月の政権交代後の変容に注目して―
中　村　祐　司
Ⅰ . 転換期をむかえた日本のスポーツ振興事業
日本では政権交代（2009 年 9 月）以降、スポ ツー
振興事業の諸改革が、スポ ツー団体や企業スポンサ
ー、生涯スポーツを所管する日本体育協会 ( 体協 )、
競技スポ ツーを所管するＪＯＣ ( 日本オリンピック委員
会 )、地方自治体のスポーツ行政担当組織、さらに
は地域コミュニティのスポーツ活動環境にどのような
影響を及ぼし、その結果としてスポ ツー行政がどのよ
うに変容していくのかについて、注目が集まっている。
2010 年 8 月には国のスポーツ行政・スポーツ振興策
の全面的見直しともいえる「スポ ツー立国戦略」が公
表された。　　
スポーツ行政研究においても、文部科学省やその
他の関連省庁、スポーツ団体が打ち出すスポーツ振
興事業が、国際、国家、地方自治体、地域社会とい
った諸層レベルに及ぼす影響と変容に焦点を当てつ
つ、ガバナンス（統治・協治 ) の視点からそのプロセ
スを分析・検証することの必要性が高まっているとい
える。一方で、民主党政権が政権獲得以前にマニフ
ェストで掲げた政策転換の実現をめぐっては、その後
の修正も含め手法や導入時期、プロセスなど今日に
至るまで試行錯誤が続いている。
自民党政権時のスポ ツー政策の基本的スタンスは、
「スポーツ立国調査会」が主導する形で、大規模国
際スポ ツー大会で活躍するエリ トー競技スポ ツー選手
の育成を重視し、そのことがとくに子ども世代や若年
世代のスポーツ参加率を引き上げ、国全体のスポー
ツ活動を活性化させる、というものであった。対照
的に民主党政権では、その「政策集」にあるように、
競技エリ トースポーツ選手の育成を否定はしないもの
の、国家主導型のスポーツ振興には一定の距離を置
き、「地域主権」を掲げるなかで、国民へのスポ ツー
の普及・振興が強調された。
たとえば、国のスポーツ振興政策を打ち出す文部
科学省の中央教育審議会の機能について、新政権の
場合は、前政権と同様に政府の専門知識や人的ネッ
トワークといった資源 ( リソ スー ) を調達しつつも、従
来の意思決定とは異なる切り口、すなわち、行政府
の方針にお墨付きを与える審議会機能ではなく、政
府・政党が主導するスポーツ振興計画が打ち出され
たのである。
Ⅱ . スポーツ行政におけるガバナンス研究の必要
性
ここではスポーツ行政におけるガバナンスを、国家
や地方自治体、体協やＪＯＣをはじめとする政府関係
の主要スポーツ団体、さらには地域社会におけるス
ポーツ活動主体が、スポーツ振興の立案レベルから
実施、さらには評価レベルに関わるなかでの統治な
いしは協治と捉える。そして、関連諸事業の広範に
及ぶ変容プロセスに注目しつつ、特定のスポーツ振
興事業ではなく多くの対象諸事例を浅く広く分析・検
証する視点について考察する。　
確かに「スポ ツー立国戦略」以前の民主党マニフェ
スト ( 政権公約 ) に掲げられた複数の政策領域の改
革には、スポーツ政策領域は含まれておらず、政権
交代の影響分析としてはインパクトに欠けるという疑
問が生じるかもしれない。しかし、政策の優先順位
が決して高いとはいえないスポ ツー政策領域だからこ
そ、改革の変化・スピー ド・成果などがダイナミックに
展開する可能性があったし、かつスポ ツー振興をめぐ
る新たなガバナンスモデルが構築される領域であると
考えられる。
政府や地方自治体を対象にした従来の研究は、ス
ポーツ行政の制度や事例紹介の羅列、スポーツの価
値自体を理念レベルで論じるスポーツ理想論、ある
いはスポ ツー産業振興に役立つ助言や市場活性化の
ツ ルーとしてのスポ ツーマネジメント論に分散化してき
た傾向にある。
一方、諸外国において、たとえばイギリスでは、
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2016 年オリンピックロンドン大会に向けて、政府が市
場の活力を草の根レベルのスポーツ諸活動に浸透さ
せる諸事業が実施されている。イギリスのスポ ツー政
策研究には、政府やその関係スポーツ団体のみなら
ず、スポ ツー産業アクター や、政府・団体系列には属
さない地域スポーツクラブやスポーツボランタリー活
動組織など、まさに新たなガバナンス現象に注目した
研究がみられつつある。
たとえば民主党の政策集 (2009 年 7月に公表 ) で
あっても、地域密着型クラブスポーツの振興、地域
スポーツリーダーの養成、スポーツ活動のバリアフ
リー化、国際大会で活躍する卓越スポ ツー競技者の
養成、草の根レベルのスポーツ環境整備に直結する
学校の芝生化事業に注目し、これらの諸政策・諸事
業が今後、どのようなプロセス（大臣・副大臣・政務
官主導の政策決定はスポ ツー政策領域で達成される
のかなど）を経て、新規のスポーツ振興事業あるい
は従来事業の改正・修正として打ち出され、それら
が国際レベル、国家レベル、都道府県レベル、市町
村レベル、地域社会レベルのスポ ツー活動にどのよう
な影響を及ぼすのかといった視点が重要である。
Ⅲ．分析枠組みとしての「４層アリーナ」と「３
対象事業領域」
国際、国家、地方自治体（日本の場合、都道府
県と市町村）、地域社会 ( コミュニティ ) といっ
た 4 層のアリーナ ( 研究対象層 ) と、生涯スポー
ツ振興、スポーツ環境整備、競技スポーツ振興と
いった 3 つの対象事業領域を設定した（図表１）。
この分析枠組みは、新政府がスポーツ振興事業
の政策領域で、どのような改革・修正内容を提示
し、それが実施・執行されるのか、プロセスを実
証的に経過観察しつつ、各々のプロセスの節目で
生じる諸課題を浮き彫りにすると同時に解決策を
探るための分析枠組みである。　
4 層の研究対象アリーナと 3 つの対象事業領域
については、毎年度を時系列的な研究・検証の単
位とする。両者の交錯領域におけるスポーツ振興
事業の政策立案・政策実施・政策評価など、諸事
業が展開される過程で互いの協議、調整、受容、
摩擦といった相互作用の動態の把握が必要とな
る。
Ⅳ．研究対象となるスポーツ振興事業
国際レベル ( 第 1 研究対象層 ) では、サッカーワー
ルドカップ招致 (2018 年、2022 年 ) や 2020 年のオ
リンピック招致をめぐる政府支援のあり方、国家間ス
ポーツ交流活動などがある。国家レベル ( 第 2 研究
対象層 ) では、新政府と体協・ＪＯＣとの相互連結
関係の変容、体協内やＪＯＣ内の組織機構改革に向
けた政府の働きかけの影響、スポーツ振興センター
などスポ ツー独立行政法人に対する政府による監視・
チェックの制度的・機能的変更、文部科学省・総務省・
厚生労働省・内閣府などのスポーツ振興関連省庁の
予算編成や予算対象事業の見直し・変更、Ｊリーグ
やプロ野球などプロスポーツ組織内改革への影響力
行使などが対象となる。
地方自治体レベル ( 第 3 研究対象層 ) では、都道
府県（広域自治体）における国民体育大会開催など
のスポーツ事業の運営に及ぼす影響、広域スポーツ
センターの今後の方向性、スポーツ施設の設置に関
わる補助金事業の見直し、教育委員会主導のスポー
ツ振興の見直し、スポーツ指導者養成事業のあり方
に注目する。市町村（基礎自治体）においては、総
合型地域スポーツクラブの設置と運営に及ぼす影響
（民主党が主張する地域密着型クラブとの相関性）、
スポ ツー少年団等の日体協傘下のスポ ツー団体と、日
体協系列にはないスポーツ活動組織との学校施設や
公共スポーツ施設利用をめぐる調整方法の変化、体
育指導委員の役割変容、教育委員会系列のスポ ツー
振興事業と首長部局のそれとの違いなどが検証対象
となる。
地域コミュニティレベル ( 第 4 研究対象層 ) では、
スポーツ活動の場所として、学校施設の利用や既存
の公共スポーツ施設や広場など公共スポーツ活動空
間の利用、地域密着型グラブと総合型地域スポーツ
クラブとの整合性、体育指導委員と地域スポ ツーリー
ダ とーの役割調整などが調査研究の対象となる。
民主党政権が「国民の政治」「国民の行政」「地
域主権」を標榜するなかで、国民に直結する政策（子
ども手当、農家の個別所得補償、公立高校授業料
の無償化など）のスポーツ振興事業への適用を視野
に入れながら、トップダウン型とボトムアップ型の双
方向性を基軸とした、スポ ツー行政におけるガバナン
スモデルが新たに追求されなければならない。
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スポ ツー振興事業の改変とそれが国際、国家、地
方自治体、地域コミュニティにどのような影響と変容
を及ぼすのか、地域密着性を重視したスポーツ振興
活動が、政府の新たな支援事業のもとで、果たして
どのように展開されていくのか。新たなスポ ツー行政・
ガバナンス研究は、日本におけるスポ ツー政策領域を
対象とした社会科学研究の新たな地平を切り開くと同
時に、スポーツ科学・社会科学双方の学問的なパラ
ダイム転換をもたらす可能性を有している。
Ⅴ．スポーツ行政・ガバナンス研究の実施プロセ
ス
研究対象となる4層のアリー ナ（研究対象層）として、
国際社会、国家、地方自治体、地域コミュニティの
4 層レベルを設定し、新政権のもとで、スポ ツー振興
事業の中心官庁である文部科学省や他のスポーツ振
興関連省庁の事業における立案・実施・評価のプロ
セスで生じる変容・変化の動態について、諸事業が
どのような振興理論とどのようなプロセスを経て変容・
変化するのかが検証・分析されなければならない。
要するに、スポーツ政策領域の事業をめぐる諸変
化を上記 4 層のアリーナごとに抽出し、そこに見出さ
れる特徴や国家を発生源とする上記 4 層間の相互関
係からもたらされる動態変化を把握する。4 層レベル
における各スポーツ振興事業の変容を単年度毎と経
年変化で見出し、検証する。
行政学・地方自治研究の視点から、一連の変容・
変化がもたらした影響、課題、成果、今後の方向性
について4 つの研究対象層 ( 縦軸 ) と 3 つの対象事
業領域 ( 横軸 ) の交錯領域ごとの特徴を把握すると
同時に、4 層間や事業領域関の相互作用の特質を明
らかにしなければならない。
具体的にはたとえば民主党が提示した「政策集」
(2009 年 7月 ) における、地域密着型クラブスポ ツー
の振興と地域スポ ツーリーダーの養成を「生涯スポー
ツ振興事業領域」として設定し、スポーツ活動のバ
リアフリー化と学校の芝生化を「スポーツ環境整備
事業領域」と設定する。また、国際競技大会で活躍
するスポーツ選手の養成とスポーツ医科学事業の振
興を「競技スポ ツー振興事業領域」とする。
上記の分析枠組みを設定した上で、この３つの振
興事業領域において、予備検証作業として、政策集
における具体的提言が、従来事業の継承も含め、実
際のスポ ツー振興事業にどのように反映されているの
かを把握する。調査研究の主な対象は文部科学省ス
ポーツ青少年局スポーツ振興課、日本体育協会、Ｊ
図表１ スポーツ行政・ガバナンス研究の分析枠組み
対象３事業領域
対象４アリーナ
生涯スポーツ振興事業領域 スポーツ環境整備事業領域 競技スポーツ振興事業領域
地域社会 地域密着型スポーツクラブ
と総合型地域スポーツク
ラブとの整合性。体育指
導委員と地域スポーツリー
ダ とーの役割調整
学校施設や公共スポーツ施
設の利用をめぐる調整。学
校の芝生化事業。スポーツ
関連活動を通じた地域社会
の活性化
才能あるスポーツ選手の発掘
事業。草の根レベルでのス
ポーツ大会への企業スポン
サー協力の獲得。プロスポー
ツの地域浸透
地方自治体
広域自治体（都道府
県）と基礎自治体（市
町村）
広域スポーツセンターの役
割の見直し。国体運営の見
直し。健康増進スポーツ事
業の実施。体協系列スポー
ツ競技団体と地域スポーツ
クラブ団体との調整
公共・複合スポーツ施設の
設置運営。広場等を利用
したスポーツ活動空間の創
出。指定管理者制度などス
ポーツ施設の管理運営への
対応
既存の公共スポーツ競技施
設利用をめぐる指針の提示。
自治体ＰＲと活性化方策とし
てのプロスポーツや競技ス
ポーツへの支援事業
国家 指導者養成事業をめぐる
体協との協力関係の見直
し。新たな生涯スポーツ振
興事業
サッカーくじ収益の使途配
分をめぐる見直し。新スポー
ツ振興法の制定やスポーツ
庁の設置構想
エリートスポーツ選手養成を
めぐるＪＯＣとの協力関係の
見直し。スポーツ組織機構の
包括的見直し
国際社会 青少年スポーツ交流事業の
推進。スポーツ事業を通じ
た国際協力の推進
国際協力としてのスポーツ
環境の整備（施設の設置や
スポーツ事業の支援など）
サッカーワールドカップ大会
等の招致活動。選手の活躍
を通じた国際社会へのアピー
ル
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ＯＣ、スポ ツー医科学センター 、スポ ツー振興センター
などである。
その際の分析の視点は、地域密着型クラブスポー
ツの振興とこれまでの総合型地域スポーツクラブの
展開とがどのような相互補完性をもって展開されてい
くのか、地域スポーツリーダーの養成が日体協主導
の指導者養成との関連において既に実施されてきた
スポーツ指導者養成にどのような影響を及ぼすのか、
といったところに置かれる。
また、国際レベルのスポーツ選手の養成において、
自民党政権がＪＯＣとの連携のもと、スポンサー企業
を積極的に募り、スポーツ医科学センター等を最大
限に活用する形で行ってきた振興事業の手法を民主
党政権は継続するのか、スポーツ振興センターの役
割や機能について人事調整も含め、自民党政権時代
の政府スタンスを踏襲するのかといった課題があり、
こうした諸点について特質を明確化しなければならな
い。そして、上記スポーツ政策領域において、2010
年度予算編成が概算要求段階からどのような展開を
たどったのかを把握する。こうして研究対象の射程を
広げつつ、分析の考察対象を国際、国家、地方自治
体 ( 主として栃木県および栃木県内の市町 )、地域社
会 ( 栃木県宇都宮市内の小学校区 ) の 4 層レベルに
広げていく。
Ⅵ．「スポーツ立国戦略」の特徴と課題
以上のような分析枠組みや研究実施の予定プロセ
スから見た場合の「スポーツ立国戦略」の特徴と課
題は何か。
第１に、自民党政権時代におけるスポーツ振興の
重点が競技スポ ツーに置かれているとして、野党時代
の民主党は生涯スポーツにこそ重きを置くべきだと批
判してきた構図が政権交代後には崩れた。競技スポー
ツか生涯スポ ツーかという二者択一ではなく、両者の
連結や均衡、そして互いに好影響を及ぼし合う相互
作用を重視した政策が追求され始めた。
エリ トー競技者（トップアスリ トー）が国の目線で
選抜された総合型地域スポ ツークラブに派遣されるこ
と、当該総合型クラブでスポ ツー指導やクラブ運営に
従事する形で職を得ること、エリ トー競技者と多世代
に及ぶ総合型クラブ員との間の交流等を通じて競技
スポ ツーと生涯スポ ツーの連結が本当に達成されるの
であろうか。
確かにエリ トー競技者の派遣は当該地域コミュニ
ティにおける一時的な話題作りにはもってこいであろ
う。しかし、総合型クラブの活動は本来、日常生活
のなかで目立たず淡 と々継続していくところの脚光と
は無縁な営みである。継続していくことで健康の維持・
増進や体力向上、精神的な安らぎや明日への活力、
人 と々の交流・ふれあいを通じた喜びなどを徐々に得
ていくことのできる類の活動である。
エリ トー競技者は、果たして財源難、担い手不足、
世代間での偏り、場所不足、設備不足に悩む総合型
クラブの課題を克服する救世主たり得るのであろう
か。その前に国策として草の根スポ ツー活動を可能と
させるスポーツ環境の基盤整備支援こそが不可欠で
はないだろうか。
第 2 に、国レベルにおけるＪＯＣや体協といったス
ポ ツー団体を所管する政府（文部科学省）による統治
（ガバナンス）の動態が直接的にせよ間接的せよ変容
の兆しをみせている。国のスポ ツー振興策のあり方を
代弁してきた中央教育審議会に対する政権交代後の
アプローチの変化や、エリ トースポ ツー選手の養成に
向けた財源配分先をめぐる再検討などがそれである。
事業仕分けで見られたような財政スリム化の奔流は
当初、スポ ツー振興財源をめぐっても例外ではなかっ
た。
スポーツ界と民主党政権との関係性構築はまさに
これからなのである。その意味で、五輪に代表され
る大規模国際スポーツ大会に向けた、メダル獲得の
可能性のある特定競技種目に絞ったハ ドー面・ソフト
面での手厚い政府支援の中身は、今後変容するであ
ろう。また、メダル獲得競争は国家間競争でもあり、
自民党政権であれ民主党政権であれ、国策の優先度
が高くなることに変わりはない点が明らかになった。
第 3 に、とくに財源面でのエリ トースポ ツー選手の
養成重視と、引退後のエリー トスポ ツー選手の雇用確
保も含めた総合型クラブの利用に加えて、スポ ツー市
場における事業収入や人々からの寄付といった、政府
財源以外の諸ル トーにおけるスポーツ振興のための
資金確保・活用にも舵が切られた。そこにはサッカー
くじ導入をめぐり議論が交わされた当時の、新たな民
間活力利用や消費者主権の芽を見て取ることができ
る。
しかし、スポーツマーケティング活動が採算性を
軸に動くという市場の基本原則に立ち返るならば、エ
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リ トー選手が救世主ではないのと同様に、企業の社
会的貢献活動をそのまま「スポ ツーコミュニティ・ニッ
ポン」(2010 年 8 月における文部科学省「スポーツ立
国戦略」の副題 ) 構築のための救世主とみなすこと
はできないであろう。
また、人々や企業その他団体からの寄付行為の促
進にしても、税制の改正やスポーツ以外の文化領域
における取扱いをめぐる整合性やスポーツ活動種目
間での配分のあり方などの課題がある。競技種目間
での違いはあるものの、競技スポーツと比べて政府
の財源に頼れない方向性が明確になった生涯スポー
ツの領域では、場所の問題に加えて活動資金不足と
いう重要課題は政権交代後もそのまま持ち越された
のである。「新しい公共」にもつながる生涯スポーツ
活動の環境整備をめぐる最低限の国家支援に政府は
踏み切るべきではないか。
Ⅶ．スポーツコミュニティ支援のための５つの提
案
最後に学校施設がスポーツ活動の基盤・拠点とな
り得るという考えのもと、「スポーツコミュニティ支援
のための５つの提案」と称する以下のような私案を提
示する。
「スポーツコミュニティ支援のための五つの提案」
提案１．基礎自治体に包括的スポーツクラブ（市
区町村民スポーツクラブ）の設置を
■基礎自治体（市町村）および東京 23 区のスポー
ツ・体育振興担当部局を窓口とし、市区町村体育
協会等との連携のもと、「市区町村民スポ ツークラ
ブ」を設置する。たとえば、A 市の場合は「A 市
民スポーツクラブ」、B 町の場合は「B 町民スポー
ツクラブ」、C 村の場合は「C 村民スポ ツークラブ」、
東京 23 区の D 区の場合は「D 区民スポーツクラ
ブ」となる。（以下、市区町村民スポーツクラブと
称す）。なお、市区町村民スポ ツークラブについて
は、実質的なクラブが存在するわけではない。
提案２．スポーツコミュニティの担い手となる小
学校単位のスポーツクラブの設置を
■市区町村民スポーツクラブは、当該市区町村内
の各小学校に小学校名を付した「○○スポーツク
ラブ」から構成される。たとえば、A 小学校の場
合は「A スポーツクラブ」となる。（以下、小学校
名スポ ツークラブと称す）。この小学校名スポ ツー
クラブこそが、スポーツコミュニティを担う重要な
地域単位組織である。小学校名スポ ツークラブは
複数のスポ ツークラブから構成される。クラブの名
称については、「A 野球クラブ」「Aウォーキングク
ラブ」といったように、小学校名に種目名（複数も可）
を加えることが望ましい。なお、クラブには、スポー
ツ以外の文化活動クラブも含まれる。
提案３．スポーツ・文化活動によるコミュニティづ
くりを
■当該小学校区域を担当する体育指導委員を中
心に、小学校、学校評議員、学校運営協議会、
PTA、学校施設開放運営委員会など、学校運営に
関わっている組織（以下、学校関係組織）の代表
者と、当該小学校施設（グラウンドや体育館など）
を使用している地域スポーツ活動組織（スポーツ
少年団やスポ ツー団体等）との代表者間での会議
（Ａ小学校の場合、名称は「Ａスポ ツー会議」とする）
を開催し、小学校名スポーツクラブの設置や設置
後の運営について協議する。
提案４．地域スポーツリーダーの育成を
■小学校名スポ ツークラブに地域スポ ツーリー ダー
（A 小学校の場合、名称は「A スポーツリーダ 」ー
とする）を置く。当該小学校の余裕教室等を利用
し、小学校名スポ ツークラブに事務局を開設する。
当分の間、体育指導委員が地域スポーツリーダー
を兼ねることが望ましい。地域スポ ツーリー ダーは
小学校名スポーツクラブ事務局を主導し、当該小
学校区域のスポーツ振興のあり方を追求する役割
を担うと同時に、小学校施設利用をめぐる調整（利
用時間帯、利用の割り振り、問い合わせへの対応、
クラブ代表者間での協議スケジュール調整など）
に従事する。事務局の設置運営に要する諸費用（空
調設備などの改修費用、事務機器の設置、電話
回線、IT 通信等の整備に必要な費用など）を国
が補助する。
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提案５．「スポーツコミュニティ支援」の予算措置
を
■小学校名スポーツクラブ事務局の設置および運
営に必要な事業予算として、文部科学省は 202
年度 ( 平成 2 年度 ) に向けた概算要求 220 億
円（全国の国立・公立・私立の全小学校  校あた
り00 万円を均等交付する。国立  校、公立
2,3 校、私立 23 校の計 22,000 校分。なお校
数は「学校基本調査 ⊖平成 22 年度（速報）結果
の概要⊖ 」における200 年 月日現在の校数）
を計上する。事業名は「スポーツコミュニティの支
援」とし、事業概要の記載は「住民にとって身近
な小学校施設を、スポ ツーコミュニティの拠点とし
て活用するため、小学校１校につき地域スポーツ
クラブを設置するにあたり、余裕教室等を活用し
たクラブ事務局の開設・運営に要する費用を補助
する」とする（担当部局はスポ ツー青少年局生涯ス
ポ ツー課）。
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Abstract
This paper is to clarify the characteristics of analytical framework of sports administrative governance studies 
since the establishment of Democratic Party administration on Sep. 2009 in Japan.”Sports Nation’s Founding 
Strategy” was known to the public on Aug. 2010 in which Education and Science Ministry planned to reform sports 
administration and sports promotion policy drastically.
Old Liberal Democratic Administration had put emphasis on promoting elite athletic sports rather than 
recreational lifelong sports. On the other hand, Democratic Party had put emphasis on promoting recreational 
lifelong sports rather than elite athletic sports when Democratic Party was opposition party before Sep. 2009.
Democratic Party administration doesn’t give priority to one or the other sports promotion policy apparently. But 
Japanese government drew up sports administration budget which gave priority to promoting elite athletic sports, 
especially to training specific promising athletes who have great possibilities of winning Olympic Games medals.
In addition to introduction of above changing sports promotion policy situations, I tried to construct the 
analysis scheme of sports administrative governance studies. Firstly, the vertical dimension of the scheme means 
“Four Research Subject Arenas“: Local Societies, Local Autonomies (prefectures and municipalities), State and 
International Communities. Secondly, the horizontal dimension means “Three Project Fields”: Lifelong Sports 
Promotion Fields, Arrangement Fields of Sports Environment and Athletic Sports Promotion Fields.
Lastly, I presented my private plan: “The Proposal for Supporting Sports Community”. This Proposal consists of 
“Establishment of Municipal Sports Clubs in All Elementary Schools”, “Community Forming through Sports and 
Cultural Activities” and “Drawing up the budget of Supporting Sports Communities”
（200 年  月  日受理）
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